
 

 
 

日本への核攻撃の可能性を考える 

「核の三正面」時代のシミュレーションの観点より 

 

阿久津博康 

 

要旨 

日本への核攻撃の可能性はあるか。この問いはトリッキーである。可能性はあっても蓋然性がない場合があ

るからだ。シミュレーションの世界では、考えられないことを考えることはむしろ自然であり、不可能な事

態でも可能なものと捉える。但し、シミュレーションはまず可能性が蓋然性の域に達する場合の条件に注目

する。即ち、可能性は特定の文脈やシナリオにおいて条件を絞ることにより蓋然的になると考える。他方、

可能性を確率論の数字の世界から解放し、単に「シナリオ」という言葉に置き換え、日常言語のみで表現す

る手法もある。本稿は、日本が直面する「核の三正面」たる北朝鮮、中国、そしてロシアが脅威の度合いを

高めている以上、その可能性も高まっていると評価する一方、これら３か国の核戦力は主に米国に対するも

のであり、又、現時点では米国による拡大抑止の有効性も維持されていることに鑑み、これら３か国が短期

的に日本に核攻撃を行う蓋然性は低いと評価する。しかし、本稿はその蓋然性が極めて高まるのは、日米同

盟の紐帯が弛緩するという状況の下、１）北朝鮮については朝鮮半島武力統一及び米韓による武力攻撃切迫

認定、２）中国については台湾武力統一及び尖閣諸島侵攻、そして３）ロシアについては北方領土実効支配

強化というシナリオにおいて、日本が重大な阻害要因として認識された場合であるとの見方を提示する。又、

これら３か国の意思決定や思考に焦点を当てたレッド・ティーミングを含むシミュレーションの構想を推

奨する。 

 

 

はじめに 

 

日本は今や「核の三正面」の最前線に立っている。北朝鮮は第一次核危機以降 30年の間 6回の核実験を実

施し、６回目の実験では出力は１６０キロトンに達している。日本を標的とする中距離弾道ミサイルを完成

し、米国を標的とする大陸間長距離弾道ミサイル（ICBM）を固形燃料で発射できるまでになった。又、同国

は戦略核のみならず低出力核兵器の開発にも急速に注力している。ロシアはウクライナ軍事侵攻後露骨な

核の恫喝を発するのみならず、対米核軍縮過程を停止し、ベラルーシへの低出力核兵器配備も決定した。更

に、中国は現有の４００発を超えるの核弾頭を２０３５年には１５００発にまで増産すると予想されてい

る 1。これら３か国の主要対象国は米国であるが、それは米国の同盟国であり米軍基地の所在地である日本

がこれら３か国による核攻撃の標的から除外されることを意味しない。では、日本はこれら３か国から核攻

撃を受ける可能性はあるのであろうか。 

この問いはトリッキーである。というのは、可能性はあるが蓋然性が低いという場合があるからである。

しかも、日本の昨今の安全保障環境は厳しさを増しているとはいえ、日本は広島・長崎被爆後は一度も核攻

撃を被ったことはなく、よって日米同盟の拡大抑止は効力を維持していると判断される。 

しかし、シミュレーションの世界では、考えられないことを考えることはむしろ自然であり、不可能な事

態でも可能なものとして考える。又、核攻撃の帰結は通常は高度の衝撃又は烈度を有するものと解される。

シミュレーションにおいては、低可能性高烈度（Low Possibility, High Intensity/Impact）の事態を考え

る場合、それが蓋然性の域に達する場合に注目する 2。 

他方、可能性を確率論の数字の呪縛から解放し、単に「シナリオ」という言葉に置き換え、日常言語で表



 

 
 

現すべきという旨の考え方もある。 

本稿は上記２つの方法を段階的にとることにする。即ち、まず日本への核攻撃が蓋然的なる条件を、北朝

鮮、中国、そしてロシアの核ドクトリン及び行動の分析を通じて絞り、その上で想定されるシナリオを提起

する。又、核攻撃による日本の被害に関する数値シミュレーションの結果を紹介するとともに、日本への核

攻撃の政治的帰結について、拡大抑止の観点から若干問題提起する。 

尚、本稿は議論の複雑さを回避するため、核危機における想定外の事態や偶発的事故が核攻撃を惹起、又

は事故を装って意図的な核攻撃が行われる場合については簡単に言及するに留める。 

 

１） 核攻撃の可能性への研究アプローチ 

 

安全保障研究では、国家による他国への核攻撃の可能性への学術的アプローチには、定性的アプローチ及

び定量的アプローチがある。定性的アプローチとしては、もはや古典的といえるグレアム・アリソン（Graham 

T. Allison）による意思決定過程に焦点を当てた３つのモデル又はそれらの何らかの発展形 3、又は核攻撃

の即時的可能性よりもむしろ将来を展望する立場から核保有国の核態勢を論じるアプローチがある 4。他方、

定量的アプローチには、数理モデルや確率論 5、それらを利用したシナリオ・モデリング等がある 6。 

更に、より最近では、ロシアのウクライナ侵攻における核兵器使用の可能性について、それを確率論的に

論じる研究や見解で示される数字の幅を問題視し、可能性を数字よりも事象の道筋（pathway）として捉え

るのがよいという考え方も出てきている 7。本稿筆者は、可能性を単に「シナリオ」という言葉により意識

的に置き換えて、そうしたシナリオをめぐり複数の論者の間で主観確率を相互作用させることにより、ある

程度の相場感が生まれ、うまくいけば意見収斂ができると考えている 8。そうして収斂された意見は、予測

としても機能し得る。 

本稿は本研究会の趣旨も踏まえ定性的アプローチから議論する。又、攻撃による被害の物理的帰結は比較

的容易に数値化可能なので、核攻撃の被害に関する数値シミュレーションの結果を紹介する。 

尚、現在のロシア、中国、そして北朝鮮のいずれも独裁政治体制であり、概ね「指導者の意思＝国家の意

思」と考えて差支えないといえる。勿論、キューバ危機における潜水艦 B-59 事件のように、核危機におけ

る独裁者の意図や最高意思決定組織の決定の外部で核攻撃が生じる可能性はあるが、それはむしろ想定外

の事態といえる 9。この点については後でシミュレーションのシナリオについて述べる際に再び触れる。 

 

２） 核攻撃の根拠及び核ドクトリンにおける核使用条件 

 

ロシア、中国、そして北朝鮮の最大の戦略的標的は日本ではなく米国である。しかし、それは米国の同盟

国であり、米軍が駐留している日本が彼らの核攻撃の標的にならないことを意味しない。では、日本が彼ら

の核攻撃の標的となるのはどのような場合であろうか。 

核保有国が他国へ核攻撃を行う根拠及びその条件や文脈を考える上で、まずは核ドクトリンにそのヒン

トを求め、次いで実際に核攻撃を行う場合の限定的条件の発生範囲として、想定される具体的な状況設定及

びそこで展開されると思われる国家間の政治的相互作用（言辞の交換・コミュニケーション）を検討する。

以下、ロシア、中国、そして北朝鮮の核ドクトリンについて簡単に確認する。 

 

２－１）ロシアの核ドクトリン 10 

 ロシアが核兵器を使用する条件は、ロシア軍の公式資料で確認できる核ドクトリンに基づけば、以下の７

点に集約される。 



 

 
 

① ロシア又はロシアの同盟国に対して核兵器を含む大量破壊兵器が使われた場合 

② 通常兵器によってロシアの国家が存立の危機に瀕した場合 

③ 先行使用の可能性も排除しない 

④ ロシア連邦及び（又は）その同盟国の領域を攻撃する弾道ミサイルの発射に関して信頼の置ける情報を

得た時 

⑤ ロシア連邦及び（又は）その同盟国の領域に対して敵が核兵器又はその他の大量破壊兵器を使用した時 

⑥ 機能不全に陥ると核戦力の報復活動に障害をもたらす死活的に重要なロシア連邦の政府施設又は軍事

施設に対して敵が干渉を行った時 

⑦ 通常兵器を用いたロシア連邦への侵略によって国家が存立の危機に瀕した時 

以上を見るに、ロシアについては、一般的には自国の国家的存続や安全保障上の利益が耐え難い危機に瀕

した場合、ということであろう。その点で中国と同様の論理で核使用に踏み切ると考えられる。勿論、後で

触れる北朝鮮も同様であろう。しかし、ロシアの核ドクトリンからだけでは日本に対する核攻撃について論

じることは困難である。 

そこで、日ロ関係の現況に鑑みるに、ロシアが日本に対して直接核の恫喝、言辞としての核攻撃の示唆を

行ったことはないと思われるが、日本が米国の同盟国である以上、ロシアが将来日本に対し核の恫喝を行う、

又は核攻撃を示唆するという日本側の不安は払拭されないであろう。日ロ間では平和条約は未締結であり、

北方領土問題も残存している。そして、ロシアによるウクライナへの軍事侵攻開始後、貿易関係は限定的に

維持されつつも、関係改善への見通しは明るいとはいえない。 

更に、ロシアは既に択捉島にミサイル施設を設置した可能性があり、又最近では他国による「北方領土上

陸侵攻」を想定した軍事演習を実施していると報じられている 11。ロシアのこうした行動からも、ロシアに

よる日本への核攻撃の可能性は否定できず、それが蓋然的になるのは北方領土をめぐる文脈においてであ

ると判断される。特に、ロシアは２０２２年２月にウクライナへの軍事侵攻の開始後も日本周辺での軍事演

習を継続しており、中国との共同演習も止めていない。これについては、ロシアはウクライナでの戦争中で

も極東への軍事的配慮を忘れていない旨シグナルを送りたいのだ、との解釈ができる。しかし、日本にはそ

の意図はなくとも、ロシアは、「もし自分が日本だったら、ロシアがウクライナで手薄になっている間に北

方領土奪還に踏み切る。それを防止すべく、北方領土の実効支配を強化し、日本周辺での軍事演習を強化す

べし」と考えるかもしれない。振り返れば、ロシアはまさにそのような形で方領土に侵攻したのではなかっ

たか。 

 

２－２）中国の核ドクトリン 

中国の核ドクトリンは極めて不透明であるが、概ね少なくとも以下の３つの要素が指摘されている 12。 

① 最小核抑止 

② 先行不使用 

③ 警報即発射（LOW） 

しかし、中国が具体的にどのような条件で核使用を決断するか不明である。そこで、中国が核使用に踏み

切る可能性がある場合については、中国にとっての「核心的利益」をヒントに考えたい。最も可能性が高い

場合は、恐らく、特に「核心中の核心」13と自ら公言している台湾について耐え難い危機が生じていると判

断する時であろう。実際、中国は台湾への武力行使への意思を条件付きで明示しており、核使用もかかる武

力行使に含まれる。中国が台湾への武力行使に踏み切る場合は、以下の６つに限定されている 14。 

① 台湾による独立宣言 

② 台湾独立への何等かの動き 



 

 
 

③ 台湾内部での政情不安 

④ 台湾の核兵器獲得 

⑤ 中台両者の統一に関する対話の無期限遅延 

⑥ 台湾の内政への外国による武力介入 

日本への核攻撃があるとすれば、上記の⑥の場合であろう。しかし、中国が第一に想定する「外国」は米

国であり、その場合は低出力核兵器が DF-26 のような精密核ミサイルに搭載され、使用される公算が高い
15。日本はこれまで台湾については公的な場面で何度も言及しており、その度に中国から「内政干渉」の批

判を受けている。しかし、中国からは明確な核の恫喝を受けてはいない。よって、現時点では中国が日本へ

核攻撃を行う可能性は低いと考えられる。かかる攻撃の蓋然性が高まるのは、やはり特定の政治的又は軍事

的文脈においてであろう。 

中国はこれまで４５回の核実験を行っており、中国は急速に核戦力を強化している 16。更に、中国では先

制不使用の原則の見直し論が浮上していると報じられている 17。このような見直し論浮上の背景には、台湾

有事での他国の介入阻止の狙いがあると指摘されている 18。中国の台湾統一への執着を前提とすれば、中国

が日本に直接核攻撃を行う蓋然性が生じるのは、やはり台湾攻略をめぐる文脈又はシナリオにおいてであ

ろう。 

 

２－３）北朝鮮の核ドクトリン（２０２１年９月更新版） 

北朝鮮は 2013 年に並進路線開始とともに初の核ドクトリンを公開し、2021 年 9 月にそれを更新してい

る。更新版の内容は次の通りである 19。 

核使用の基本原則： 

（１) 朝鮮民主主義人民共和国は、国家及び国民の安全を著しく脅かす外部からの侵略及び攻撃に対す

る最後の手段として核兵器を使用する 

（2) 朝鮮民主主義人民共和国は、他の核兵器国と協調して北朝鮮に対する侵略又は侵略行為に従事しな

い限り、非核保有国に対して核兵器を脅迫し、又は使用してはならない 

核使用の条件： 

①  朝鮮民主主義人民共和国に対する核その他の大量破壊兵器による攻撃が行われ、又は差し迫ったもの

であると認められる時 

② 敵対勢力による国家指導部及び国家核軍司令部に対する核攻撃又は非核攻撃が実施された又は差し迫

ったものであると認められる時 

③ 国家の重要な戦略目標に対する致命的な軍事攻撃が実行された時、又は差し迫ったものであると認めら

れる時 

④ 戦争のエスカレーションおよび延長を防止し、戦争の主導権を掌握するための運用上の必要性が必然的

に高まるような緊急時 

⑤ 国家の存立と国民の生命の安全に壊滅的な危機が生じた場合、核兵器による対応が不可避となる事態が

生じた場合 

又、北朝鮮は従来想定されてきた意味での核攻撃の他、「核水中兵器」の爆発により津波を生起させ、そ

れによって敵国の艦船や軍港を破壊することを意図していることを公式に表明している 20。 

上記の基本原則（２）は限定的「消極的安全保証（NSA）」であるが、それは日本も核攻撃の対象となるこ

とを示唆している。また、北朝鮮の核弾頭化の現況について不確実性が残存するが、言辞の上ではこれまで

核攻撃の意図を明示している 21。 

 



 

 
 

３）「核の三正面」対日攻撃シナリオ 

 

では、これら３か国が日本に核攻撃を行うシナリオには、どのようなものが考えられるのであろうか。本

稿では、これら３か国の共通の体制的特徴を踏まえ、核攻撃を体制及び領土保全の観点から決定するシナリ

オを想定する。但し、ここでいうシナリオは、具体的なイベントにより構成されるストーリー展開を詳細に

記したものではなく、核攻撃の可能性が高まると思われる文脈又は状況に過ぎない。 

又、現在まで日本に対する核攻撃が生じていないのは、米国による拡大抑止が有効であるという前提を緩

め、かかる抑止の効力が低下しつつあるという状況を想定する。 

尚、多くの場合、核攻撃の恫喝により緊張がエスカレートし、核使用の誘因性が閾値に近づくという状況

がシナリオとして想定される 22。それは恫喝が核使用の兆候であるという前提であるが、核攻撃を行う側の

誘因性が相当高い場合は、そうした兆候が表出しないようにするのではという疑問が生じる。歴史的事例を

見ても、広島への原爆投下は殆ど予兆なく行われた。又、キューバ危機では米国の偵察衛星がキューバにお

けるソ連のミサイルの配備を探知し、第一次朝鮮半島核危機でも米国の偵察衛星が北朝鮮の核施設を発見

したことから危機が始まった。核攻撃を行う側とかかる攻撃の兆候をできる限り早期に探知し対応しよう

とする側の技術的競争が続いているという現実がある以上、シミュレーションでは将来的に攻撃する側に

有利な機会が生じる場合も想定する必要があろう 23。 

 

３－１）北朝鮮：朝鮮半島武力統一及び米韓による武力攻撃切迫認定シナリオ 

北朝鮮については、上記のように北朝鮮が想定している主敵は米国及び韓国であり、核攻撃の対象として

米国を挙げている。北朝鮮の核ドクトリンには示されていないが、北朝鮮の憲法では「祖国平和統一」が究

極的な国家目標として掲げられている。しかし、「平和統一」といっても、米韓同盟の紐帯が弛緩しており、

米国の軍事介入がない又は抑止可能であると認識し、かつ韓国の反撃能力にも対応可能と見れば、一方的武

力統一に踏み切るであろう。その過程で、韓国の反撃能力への対応、米軍の限定的介入への対応、そして日

米同盟協力を根拠とした日本の介入への対応として、日本にも核攻撃が行われるというシナリオが考えら

れる。 

 又、敢えてより可能性が高いケースとして考えられるシナリオは、北朝鮮の防空能力が依然脆弱という観

点から、北朝鮮が米韓空軍合同軍事演習による圧力のため「武力攻撃切迫」、更には「敵対勢力による斬首

作戦切迫」と認定した場合、武力統一過程の場合と同様に無視できない阻害要因としての日本に対して核攻

撃を行うというシナリオが考えられる。 

尚、運搬手段としては、米国本土を標的にする場合は ICBM、韓国及び米韓軍については短距離ミサイル

等、日本については中距離ミサイルであろう。しかし、北朝鮮にとっては ICBM への核弾頭搭載技術の完成

が喫緊の課題であり、それは現時点では未達成であろう。よって、確率論的な意味でも現時点での対米核攻

撃のリスクは低いが、将来的にはそのリスクは高まるであろう。 

因みに、北朝鮮の対米核攻撃については、米国のドナルド・トランプ前大統領の有名な“炎と怒り（Fire 

and Fury）”発言の後に発表された、核不拡散研究の研究者ジェフリー・ルイスによる空想小説 The 2020 

Commission Report on the North Korean Nuclear Attacks against the United States が想起される 24。

この小説は北朝鮮が米国本土及び日韓に対して核弾頭付きの弾道ミサイルで攻撃し、結果的に金正恩体制

は米国の報復により崩壊するも米日韓も核被弾し大損害を被ることになる。 

同小説の“現実性”について議論は分かれるであろうが、核攻撃の被害については科学的根拠に基づいた

シミュレーション結果が適用され 25、又北朝鮮の体制の末路についてはある程度現実的なものとして共感さ

れるであろう。尤も、北朝鮮自身がこの末路を実際にどう認識しているか、それが現在の体制にどのような



 

 
 

影響を与えたかについては不明であるが。 

更に、先に紹介した NUKEMAP が多くの研究者により利用されるようになり、米国の「38 ノース」でも日

韓に対する北朝鮮による架空の核攻撃の影響に関する記事で NUKEMAPを利用している 26。 

 

３－２）中国：台湾武力統一及び尖閣諸島侵攻シナリオ 

中国が日本に対して核攻撃を行う可能性が高くなる文脈としては、中国にとっての核心的利益を擁護す

る上で日本が阻害要因となると認識される場合であろう。シナリオとしては、第１に台湾武力統一、第２に

尖閣諸島侵攻、が考えられる。 

２０２２年以降、「台湾有事」を主題とする又はそれを含むシミュレーション及びウォーゲームは内外で

いわば流行となっている。又、本研究会では他の機会でも集中的に議論が行われていると認識している。よ

って、本稿では中国については簡単な言及に留めておきたいが、本稿では筆者の経験から、特に「台湾有事」

が尖閣諸島侵攻へ連続的に移行するシナリオを強調しておきたい。このようなシナリオにおいては、日本に

対し「台湾問題に介入するな」というメッセージの一環として、中国が日本に対し核攻撃の恫喝を行うこと

が多い。その場合、日本が何もしなければ中国はそのまま尖閣侵攻へと駒を進めることになり、日本にとっ

ては「時既に遅し」という結果となりがちである。しかし、日本が中国による尖閣侵攻阻止の行動をとろう

とすれば、中国は日本に対し限定的核攻撃を行う、又は少なくともデモンストレーションとしての攻撃を伴

わない限定的核爆発を実施するというオプションがとられる。 

 

３－３）ロシア：北方領土実効支配強化シナリオ 

最後に、ロシアである。冷戦期、日本にとっての最大の脅威は旧ソ連軍による大規模侵略であった。ロシ

アが実効支配している北方領土が日本により脅かされる恐れありと判断すれば、ロシアは日本への核攻撃

を含む武力行使に踏み切るであろう。このトリガーとなる状況としては、例えば、対ウクライナ軍事侵攻が

継続する場合、ウクライナでの通常戦力における劣勢がロシアにとって耐え難いものとなれば、極東の状況、

特に北方領土防衛への不安も増大し、核使用の誘因性が高まることが想定できる。 

ロシア軍は既に 2016 年に新型の地対艦ミサイルシステムを択捉島と国後島に配備している。そして、東

部軍管区は２０２０年１２月 1日、クリール諸島（北方領土と千島列島）に地対空ミサイルシステム「S300V4」

を配備したと発表した。より具体的な配備先は択捉島であるとされている。ロシアは実効支配する北方領土

の軍備増強を進めており、防空態勢を強化する構えを示している。この発表では S300V4 は弾道ミサイル等

から重要な施設を守ることが想定されている。又、その配備先は明らかにされていないが、国防省系メディ

アは、択捉島で配備される様子を映像で公開したと報じられている 27。 

 

４）核攻撃とその後 

 

日本が核攻撃の可能性を考える上で、核兵器が実際に使用された場合の影響についても考える必要があ

る。一発目で国家全体の存続が不可となればそれまでだが、抑止が破れた後も国家存続が可能である場合、

その後の対応について、国民保護のあり方も含め考える必要があるからである。その場合、核攻撃による物

理的被害により対応は異なるであろう。かかる被害を人的被害に限定して可視化するために、若干の簡易コ

ンピュータ・シミュレーションを実施した。その結果が表１にまとめてある。シミュレータとしては NUKEMAP

を利用した 28。因みに、２０２３年３月３１日、長崎大学の「北東アジアにおける核使用リスクの削減（NU-

NEA）」プロジェクトによる核戦争に関するシミュレーション結果を公開したが、それには日本の核攻撃に特

化したシミュレーション結果は含まれていない 29。 



 

 
 

 

表１ 対日核攻撃被害推定値（着弾の場合） 

発射元 標的都市 出力 負傷者数 死者数 

北朝鮮 東京 150kt 593,830 246,130 

北朝鮮 横須賀 150kt 230,700 121,510 

中国 東京 50kt 125,260 289,360 

中国 横須賀 50kt 71,460 57,130 

ロシア 東京 50Mt 10,339,790 11,372,360 

ロシア 横須賀 50Mt 2,000,290 393,190 

（出典：Alex Wallerstein, NUKEMAP, simulated on March 26, 2023.） 

 

表１を創出したシミュレーションとは別のシミュレーションでは、５キロトンの低出力核兵器が日本へ

の核攻撃に使用された場合の被害については、例えば市谷にある防衛省が標的になった場合、推定死者数は

22,380、推定負傷者数は 47,340に及ぶ 30。他方、東京都庁が標的となった場合、推定死者数は 40,650、推

定不負傷者数は 149,300に及ぶ 31。 

表１から明らかなように、核兵器の出力による人的被害規模は異なる。米国の場合、自国が核攻撃を被っ

た場合の大統領制存続及び政府存続を可能にする対応を検討するため、例えばレーガン政権で実施された

Ivy League82 のようなウォーゲームを通じて 32、大統領を含む最高意思決定機関の演練が行われることが

ある。 

更に、より重要なこととして、日本が核攻撃を受けた場合、被害状況により米国の対応がどう変化するか

という問題がある。この問題は、米国が攻撃国に対し核攻撃を行うか、行う場合どの程度の威力か、標的は

何か等、拡大抑止の信頼性を含む拡大抑止に関する重要な論点であろう。 

 

５）政策シミュレーションのレッド・ティーミング 

 

歴史的事実に基づく核使用を含む政策シミュレーション、しかも意思決定過程に焦点を当てた政策シミ

ュレーションとしては、先述の通り、キューバ危機に代表される米国の政権内部の意思決定過程に焦点を当

てたシミュレーションが比較的多い 33。この背景には、核使用又は核攻撃に関する歴史的事例には、米国が

関わるものが多いことによるからであろう 34。 

本稿の趣旨からすれば、核攻撃の対象たる日本やその同盟国である米国の意思決定過程のみならず、北朝

鮮、中国、そしてロシアの核使用をめぐる意思決定過程に焦点を当てたシミュレーションの構想を提唱した

い。政策シミュレーションにおいては、敵に相当するアクター国はレッド・ティームと呼ばれ、より現実的

なレッド・ティームを形成するための一連の作業をレッド・ティーミングという 35。北朝鮮、中国、そして

ロシアが日本に対して核攻撃を行うシナリオを作成し、それに基づくシミュレーションを実施する場合、こ

れら３か国の指導者を含む最高意思決定過程を模擬するためのレッド・ティーミングをある程度入念に行

うことは有用である。 

勿論、完全に敵の内部の意思決定過程を模擬することには限界がある。ミラーイメージングの問題がある

他、実際には意思決定過程には複数の要因が影響する。本稿では、シナリオを構想する上で北朝鮮、中国、

そしてロシアの独裁者の絶対性を前提としてきたが、現実には彼らは完全に自由な存在ではない。内部の相

互作用のみならず、外部との相互作用からも自由ではない。一度シナリオができた後、それに基づいたシミ

ュレーションにおいてそうした相互作用がどのように機能するかは、実施してみないと明らかにならない



 

 
 

場合が多い。これら３か国のような閉鎖的な国家の内部はより不透明であり、よってレッド・ティーミング

はより困難であろうが、具体的なシナリオを複数作成し、プレーヤを変えてシミュレーションを複数回実施

することにより、例えば使用される核兵器や運搬手段の種類、さらには標的等についても、これまで気づか

なかった点を発見できるかもしれない。更に、シナリオを発展させる上で、シナリオ作成の段階でもシミュ

レーション実施のいずれかの段階においても、不測の事態を要素として盛り込むことの重要性も指摘して

おきたい。 

 

おわりに 

 

本稿が例示したようなシナリオの多様な展開についてある程度の相場感を得る上で、意思決定過程に焦

点を当てた政策シミュレーションや事象進展のダイナミズムに焦点を当てたウォーゲーミングは有用であ

る。こうしたシミュレーションについては、時間やコストをなるべくかけずに複数回実施して有意な結果を

得るための方法論が開発されているので、日本でもそうした方法論を参考にして積極的にシミュレーショ

ンを推進すべきと思料する。 

（平成国際大学教授） 
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